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はじめに 
 
 
 
本書は、第３１回研究評価委員会において設置された「革新的ノンフロン系

断熱材技術開発プロジェクト」（事後評価）の研究評価委員会分科会（第１回（平

成２４年１０月１９日））において策定した評価報告書（案）の概要であり、Ｎ

ＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条の規定に基づき、第３４回研究評

価委員会（平成２５年１月１５日）にて、その評価結果について報告するもの

である。 
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プロジェクト概要 
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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料６―１より抜粋） 
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 「革新的ノンフロン系断熱材技術開発プロジェクト」 

全体の研究開発実施体制 
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「革新的ノンフロン系断熱材技術開発プロジェクト」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
建物などでの冷暖房エネルギー消費に伴う CO2 排出抑制のために建物の断熱

化推進は大変効果的であるが、そのために地球温暖化係数の高いフロンを用い

た断熱材を使用していることは基本的に矛盾しており、本プロジェクトにおい

てノンフロン系断熱材の技術開発に取り組むことには大きな意義がある。性能

目標を現行のフロン系硬質ウレタンフォームのもつ熱伝導率 0.024W/m・K 以下

とした目標設定は妥当であり、目標達成に必要な開発の基本方針として、微細・

高空隙率化、低熱伝導率発泡ガス、複合断熱材技術、高ガスバリア性技術、性

能計測、実用性評価を上げて、技術開発がなされた点は評価できる。大学等に

おける基礎的研究と、民間企業における実用化研究との研究体制の連携は、プ

ロジェクトリーダーを中心によくなされている。また、中間評価以降、事業者

間で連携を強化するとともに、有望な開発案件に絞り込み予算の重点化を図っ

た点を評価する。 
しかし、断熱性能の目標値（熱伝導率 0.024W/m・K）をクリアし、性能の経

年変化について劣化促進試験やシミュレーションなどで検証されてはいるが、

想定されない影響も考えられるため、実時間による長期安定性について継続評

価する必要がある。また、実際の建材用断熱材としての普及を考えると、従来

製品に比べてコスト競争力が十分とは言えず、全体的に事業化時期も遅い。さ

らに「革新的」を標榜しているが、従来技術の改良と思えるテーマも見受けら

れ、より独創性、新規性のある熱伝導率低減法への挑戦も望まれる。国内や世

界における最新の技術との対比に基づいた取り組みが十分とは言えない。また、

事前にシミュレーション等をしっかり行い、個々の事業開発に異なった目標を

設定しておけば、より多くの成果が得られたのではないか。 
 
２）今後に対する提言 
温暖化ガス削減の実効をあげるためには、ノンフロン断熱材が普及しなけれ

ば意味が無いことから、今後は従来の断熱材に十分対抗できるコストで製造で

きるような技術開発をしていく必要があり、高性能で実用化が近い技術を優先

的に支援すべきである。 
本プロジェクトで取り扱った「ノンフロン系断熱材」は、発泡を主とするケ
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ミカル（的）な成形技術である。これに対して、全く手法が異なる物理的・機

械的技術の断熱材（VIP）が注目されており、これと比較して、どんな点が有利

か、どこに特徴があるかなど応用分野を含めて、その優位性や実用性を説くこ

とが肝要である。 
事業化の検討にあたり、早い段階から施主・設計者・施工業者等に対するヒ

アリングや試験施工などが重要である。ノンフロン断熱材の普及を促進するた

めに、補助金制度、フロン発泡断熱材の使用規制など、コスト高を相殺できる

ような施策も望まれる。 
 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
本プロジェクトは、フロン削減の技術開発であって、環境安心イノベーショ

ンプログラムの目標達成に寄与するとともに、温暖化対策という公共性が高い

取り組みである。建材用断熱材として熱伝導率 0.024 W/(m・K)以下の断熱性能

を目標として設定しており、その開発は挑戦的であり開発リスクも高い。また

各テーマの研究内容は民間企業の枠をこえたものであり、その実現には NEDO
の関与が必要であり NEDO の事業として妥当である。 

一方、各課題およびその周辺分野の技術開発は日進月歩であり、その動向を

的確に把握しプロジェクトに反映させ、見直しや修正をかける努力が必要であ

る。 
今後、このような問題を含む技術開発では、法律の規制も同時に並行して進

めないと、業界としては競争原理により、どうしてもコストの安い方に向かっ

てしまう。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
技術動向や市場の規模などから、開発目標を建築分野への適用に限定し、建

材用断熱材のトップランナーとなる明確な数値目標を設定したこと、断熱材の

製造法の技術開発だけでなく、経年変化抑制技術、安全性の検討、簡易測定法

まで幅広く取り組んだことを評価する。さらに全体を統括するプロジェクトリ

ーダー主導の下で関連要素技術に実績のある企業との連携研究体制を整え、そ

の連携活動もよくなされたことなど、研究開発マネジメントは妥当であったと

判断される。 
一方、建築分野での実用化・事業化が目標であれば製造性のみならず施工性

の観点も重要であり、エンドユーザーである実際の施工業者も含めて問題点を

洗い出す必要がある。さらに、競合技術との厳密な技術の対比や海外企業の新

発泡剤の動向、また真空断熱材の動向などの変化への対応が十分とは言えない



 

25 

ところがある。 
 
３）研究開発成果について 
すべての事業者が建材用断熱材として現在最高レベルとなる 0.024W/(m・K)

の断熱性能の目標をクリアしていることは高く評価できる。また、建築分野の

みならず他分野への展開が可能な新しい発見や成果も得られている点も評価で

きる。さらに、温度波法による熱伝導率計測技術開発では、高感度プローブお

よび小型装置の開発を行い、1m・K レベルの感度を得たことや ISO/NWIP CD
に採択されたことは評価できる。 
一方、既存フロン系硬質ウレタンフォームを代替するためのシナリオが明確

でなく、本プロジェクトの得られた成果にどの程度優位性があるのかを詳細に

検証することを、後半の 2 年間で実施する体制があれば良かった。また、成果

の早期普及のためには、製造コストを低減する技術開発を進める必要がある。

さらに今回のプロジェクトの成果を有効に活用するためには、どのような環境

で、どのような条件で用いるかなどの実用化・事業化に向けた指針・指標の提

示が足りない。 
 
４）実用化、事業化の見通しについて 
実用化に向けて単に断熱材の製造法だけでなく、経年変化を少なくする技術

を主要なテーマに掲げ、建材用断熱材の実用化に重要な検討がなされた。ナノ

ゲルの活用など、広く応用展開が期待できる。計測技術は、既に製品化、市販

化済みということで評価でき、今後幅広い分野への貢献が期待できる。 
一方、経年変化については、劣化促進試験やシミュレーションなどで検証さ

れてはいるが、想定されない影響も考えられるため、実時間による長期安定性

について継続評価する必要がある。実際の建材用断熱材としての普及を考える

と、従来製品に比べてコスト競争力は十分であるとはいえない状況である。ま

た、事業化計画が曖昧なものがあり、さらに多くのテーマで事業化計画自体が

遅すぎる。最今の国内外各社の事業化スピードを考えると、国際競争に負ける

ことを危惧する。発泡ガス開発については、デュポン社、ハネウェル社も事業

化に近い段階だと考えられ、2020 年事業化開始のスケジュールは妥当なのか見

極めに努めて頂きたい。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

1.3 

2.0 

2.1 

2.4 

0.0 1.0 2.0 3.0 

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.4 B A A A B B B
２．研究開発マネジメントについて 2.1 A B B B B B B
３．研究開発成果について 2.0 B B B B B A C
４．実用化、事業化の見通しについて 1.3 B C B C C C C
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 
〈判定基準〉 
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

 

平均値 


